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研究成果の概要（和文）：一連の研究を進めた結果，複数市場で公企業と私企業が競争している場合，従来の研
究とは異なり，公企業の民営化を進めると生産性の劣る公企業の生産が増加することを通して社会的に非効率的
な状況が生じることを明らかにすることができた．その性質を考慮すると，公企業の民営化は必ずしも望ましい
状況を生み出すわけではないことを明らかにした．
また，価格競争下では，公企業は複数地域で共通の価格設定（均一価格）をしているケースが存在する．そこ
で，均一価格の下での完全公営が社会的に望ましいか否かについて研究を進め，公企業と私企業が供給している
財の代替性，あるいは補完性の程度によっては望ましいことを確認した．

研究成果の概要（英文）：As a result of a series of studies, we concluded that when public and 
private firms compete in multiple markets, unlike previous studies, the privatization of public 
firms creates a socially inefficient situation through an increase in the production of inefficient 
public firms. Considering its nature, privatization of public enterprises does not necessarily 
create a desirable situation.
In addition, when considering price competition, there are cases in which public enterprises have a 
common pricing system (uniform price) in several regions. We have studied whether full public 
management under uniform pricing is socially desirable or not, and confirmed that it is desirable 
depending on the degree of substitutes or complements between goods supplied by public and private 
enterprises.

研究分野：産業組織論

キーワード： 部分民営化　複数市場競争　価格差別　均一価格

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
近年，主に交通の分野において公企業の民営化が進められている．交通市場では，公企業と私企業が競争に直面
するのは単一の市場だけとは限らず，複数の市場で競争に直面することがある．注目すべきは，公企業は私企業
と競争している市場だけではなく，公企業単独でサービスを供給する市場がある点である．
上記のような非対称な複数市場競争に直面した公企業を民営化するべきか否かについて本研究は検討を行い，費
用効率性の改善を目的とした公企業の民営化が逆に全体の費用を増やす結果をもたらす可能性があることを示し
た点が本研究の社会的意義である．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 

2018年以前から，日本を含め世界中で国が管理運営している企業（以下，公企業）の民営化
が推し進められてきた．それと同時に，実務レベル，あるいは政策レベルで公企業の民営化につ
いての議論がなされ，推し進められてきた．経済学では，公企業と民間企業（以下，私企業）が
競争を行っているような市場では，公企業の過剰生産により，生産コストが不必要に増加してし
まうことから，公企業を民営化するべきである，と主張し，民営化を推し進める根拠を提示する
ことに成功してきている． 
 ところが，従来の研究は，公企業と私企業ともに「単一の市場に財・サービスを供給する」こ
とを前提とした議論が進められてきた．しかし，実際に民営化が進められている公企業は単一の
市場だけに財・サービスを供給しているとは限らない．例えば郵政事業に注目すると，信書の配
達だけではなく金融業務や宅配業務など，様々な市場でサービスを供給している． 
 また，地方自治体レベルでの公企業の民営化の例として，熊本市のバス事業の民営化の例を挙
げることが出来る．熊本市のバス市場では民間のバス会社と競合していた区間もあれば競合し
ていなかった区間も存在している．また，同様の状況下で公企業を続けている事例としては，鹿
児島市のバス市場を挙げることが出来る． 
本研究の開始時点で，多くの地方自治体が，複数の地域にサービスを供給している公的な交通
サービスを民営化するべきか否かについて様々な議論を行ってきた（例：大阪市）．これらの議
論の中で，従来の単一市場を前提とした多数の研究成果をベースに民営化の必要性を主張して
いる可能性があった．しかし，上述した通り，すべての公企業が単一の市場に財・サービスを供
給しているわけではない．特に，交通サービスは，公企業が独占状態となっている市場と私企業
と競争に直面している市場の両方を持つことが多い．また，複数市場を前提とした議論と単一市
場を前提とした議論では，必ずしも同一の結論が実現するとは限らない． 

 
 
２．研究の目的 
 
 公企業や私企業はそれぞれ，単一の市場だけではなく複数の市場で財・サービスを供給してい
る．その際，一般にはそれぞれの市場には，人口や地理的大きさといった市場の規模の違いが存
在する．また，規模の大きな市場では公企業だけではなく私企業も財・サービスを供給している
が，規模の小さい市場では私企業が存在せず，公企業のみが財・サービスを供給している，とい
う特徴も存在する．ところが，従来の研究は単一市場に公企業と私企業が存在し，公企業の過剰
生産により生産費用が増加するため，公企業の民営化を実施するべきであることが主張されて
きた． 
 そこで，本研究では，同質的な市場だけではなく，市場規模が異なるという意味で異質な市場
をも考慮し，公企業が複数市場で財・サービスを供給している時の最適な民営化政策の在り方を
明らかにすることを目的とした． 
 
 
３．研究の方法 
 
従来の研究は単一市場に公企業と私企業が存在し，公企業の過剰生産により生産費用が増加
するため，公企業の民営化を実施するべきであることが主張されてきた．以上のような先行研究
に対し，本研究では公企業が複数市場に財を供給するケースを考える．つまり，公企業が独占市
場と競争市場の両市場に財・サービスを供給する，という郵政事業や地方交通サービスのように
より現実に近い市場を想定した． 
 具体的には，2市場モデルを想定し，私企業は 1つの市場のみ，公企業は２つの市場で生産活
動を行う．このとき，公企業の限界費用は両市場の生産量に依存すると仮定し，1つの市場での
生産量の増加が他市場での限界費用を増加させる，という状況を想定した．その状況下での最適
な民営化政策について理論分析を行った．  
 その他，公企業が複数財を生産しているケースについて，完全公営と完全民営のいずれが社会
的に望ましいのか，という問題について理論分析を行った． 
 
 
４．研究成果 
 
 まず，民営化の議論をする前に地域間での顧客獲得競争と，獲得した顧客間を所与とした地域
内企業の競争の問題を，複数市場競争の特性を見るために分析し，地域内での協調行動は必ずし
も，企業の利潤を増やすとは限らない，という結論を得ることに成功している（Kawasaki et al. 



2019）．この結果から，複数市場競争では，単一市場競争とは異なる特性を持つことを確認した．
また，タイミングゲームについての研究も実施し，Kawasaki et al. (2020, 2022)にて公企業先
手，あるいは私企業先手が単一市場では均衡となることを確認した．またこれらの均衡は複数市
場競争下でも実現することをチェックしている． 
 非対称な複数市場競争下での企業戦略と民営化政策については Kawasaki and Naito (2019)に
て分析を行い，公企業のみが財を供給する市場の市場規模が大きい場合には民営化をすべきで
はないことを明らかにした．この研究で特に注目すべき点は，公企業を民営化することによって，
私企業と競争している市場での公企業の生産量が増加するケースがある点である．従来の研究
では，公企業を民営化することによって生産量が減少することが知られてきたが，逆の結果が生
じるケースがあることを示した点が大きな貢献になっている． 
 また，Kawasaki and Naito (2019)は市場に存在する企業数に制約があるという欠点と，公企業
の生産技術について範囲の不経済性が存在することを前提とした議論という欠点があることを
考慮し，それらの欠点を解消することを目的とした議論を Kawasaki (2022.九州経済学会)にて
実施した．その結果，範囲の経済性（一方の地域の生産量の増加が他地域の限界費用を引き下げ
る効果）が存在する場合，範囲の経済性が存在しないケースに比べて最適な民営化の程度は小さ
くなることを明らかにした．一方，範囲の不経済性（一方の地域の生産量の増加が他地域の限界
費用を引き上げる効果）が存在する場合，範囲の不経済性が存在しないケースと比べて必ずしも
最適な民営化の程度が大きくなるわけではないことを明らかにした．さらに，1つの地域に存在
する私企業数が増加した時，必ずしも最適な民営化の程度は上昇するわけではないことを明ら
かにした．従って，従来の部分民営化にかかわる研究では，私企業数の増加が民営化の程度を引
き下げることを主張してきたが，複数市場競争下では，１つの市場のみの企業数が増加する場合，
従来の主張が成り立たない，という新たな発見をすることができた． 
 次に，公企業が複数の財を生産するケースについては Kawasaki and Matsuzaki (2020)と
Kawasaki (2020.AEP)で議論している．Kawasaki and Matsuzaki (2020)では，必ずしも私企業数
が増加すれば公企業を民営化することが望ましいとは言えないことを明らかにしている．従来
は，私企業数の増加が民営化を実施する理論的根拠となっていたが，公企業が複数の財を生産す
る場合は，その主張が必ずしも成立しないことを明らかにした．Kawasaki (2020.AEP)は長期均
衡に着目し，公企業が複数の財を生産している場合，長期的な視点から見るとそれらの財の生産
を民営化するべきではないこと，また長期均衡で実現する私企業数は，過剰参入だけではなく過
小参入となり得ることを明らかにした． 
 最後に，複数市場競争を扱うこれまでの研究は数量競争を前提としていたことから，その前提
を変更し，価格競争を行っているケースについて，価格戦略（価格差別と均一価格）まで考慮し
ながら分析を行った．Kawasaki (2022)は公企業と私企業が生産している財が補完財のケースに
ついて分析を行った．その結果，価格差別戦略が採用されていても均一価格戦略が採用されてい
ても部分民営化を実施することが社会的に望ましいことが明らかになった．また，価格差別戦略
を採用するべきか，均一価格を採用するべきかについても同時に分析を行い，公企業と私企業が
供給する財の補完性の程度に応じて，望ましい価格戦略が変化することを明らかにした．さらに，
企業の生産技術の影響をみるために，収穫一定のケースと収穫逓減のケースも同時に議論し，企
業の生産技術も最適な価格戦略に影響することを突き止めた． 
Kawasaki (2023)は代替財のケースについて，Kawasaki (2022)と同様の分析を行った．その結
果，公企業が価格差別を行っている場合は，代替性が大きいならば部分民営化の実施が望ましい
が，代替性が小さいならば完全公営が望ましいことを明らかにした．公企業が均一価格を採用し
ている場合には，代替性の程度に関係なく，常に完全公営が望ましいことを明らかにした．次に
最適な価格戦略については，企業の生産技術に依存することが分かった．企業の生産技術が収穫
一定の場合は，価格差別戦略が社会的に望ましくなることを明らかにした．従って，社会的に望
ましいポリシーミックスとしては，代替性が小さいならば価格差別をしつつ完全公営が望まし
く，代替性が大きいならば価格差別をしつつ部分民営化を実施することが社会的に望ましいこ
とを明らかにした．企業の生産技術が収穫逓減の場合，代替性が小さいならば，均一価格の下で
完全公営とすることが社会的に望ましく，代替性が大きいならば，価格差別をしたうえで部分民
営化をすることが社会的に望ましくなることを明らかにした．なお，価格差別と均一価格の比較
については Kawasaki (2020.Asia-Pacific J. Reg. Sci.) が空港料金設定のフレームワークに
て議論し，ハブ空港が国内の地方空港との路線数次第で均一価格が望ましくなるか，価格差別が
望ましくなるかが変化することも明らかにされている． 
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